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子会社株式の譲渡に関するお知らせ（開示事項の経過） 

 

 

平成28年６月14日付「子会社株式の譲渡にかかる検討開始のお知らせ」にて開示いたしました子会社株式

の譲渡について、当社は、平成28年８月25日開催の取締役会で、Rich Development Limited （以下、「R

社」という。）に、当社子会社のG L BOWRON & CO LIMITED（以下、「G社」という。）株式を譲渡することを決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．株式譲渡の理由と経緯 

株式譲渡の理由については、平成28年６月14日付「子会社株式の譲渡にかかる検討開始のお知らせ」

の「１．株式譲渡検討開始の理由」に記載のとおりであります。 

G社のような毛皮生産関連ビジネスを営む事業者は世界に数社しか存在しないといわれております。G社

株式の譲渡先候補の存在が限られている中で、今般、当社グループ仕入先（毛皮製品製造業）の関連企業

であるR社より当社に対してG社株式譲渡の申し出がありました。 

G社主力販売先Ikea Trading HK Ltdへの高い取引依存と失注リスク（現状は単年度契約）を解消する

好機であり、また、当社子会社（中間統括会社）の㈱丸八真綿からG社に対する貸付金886百万円（平成

28年７月末現在）について、当株式譲渡を条件にR社が全額肩代わり返済する予定であり、当社グループ

の財務上のリスク軽減にも大きく寄与することから、当社は本件株式譲渡を承諾することといたしました。 

 

２．株式譲渡する子会社の概要 

平成28年６月14日付「子会社株式の譲渡にかかる検討開始のお知らせ」の「２．G 社（異動を検討す

る子会社）の概要」に記載のとおりであります。 

 

３．株式譲渡先の概要 

（１）名称 Rich Development Limited 

（２）所在地 
Unit No.1707 On 17/F.,West Tower Shun Tak Centre,Nos.168-200

Connaught Road Central, Hongkong 

（３）代表者の役職・氏名 Director LYU HUI 

（４）事業内容 子会社管理事業 

（５）資本金 譲渡先の意向により公表は控えさせていただきます。 

（６）設立年月日 2015年９月29日 
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（７）直前事業年度の 

純資産及び総資産 

譲渡先の意向により公表は控えさせていただきます。 

（８）大株主及び持株比率 譲渡先の意向により公表は控えさせていただきます。 

（９）当社と当該会社 

との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（10）関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の保有株式の状況 

（１）譲渡前の保有株式数 7,300,000株（保有割合100％（間接所有）） 

（２）譲渡株式数 7,300,000株 

（３）譲渡後の保有株式数 － 株 

（４）譲渡価額 16,869,728オーストラリアドル 

 

５．株式譲渡の方法 

金銭を対価とする株式譲渡契約によります。 

 

６．株式譲渡の日程 

（１）取締役会決議日 平成28年８月25日（木） 

（２）株式譲渡契約締結日（予定） 平成28年８月26日（金） 

（３）株式譲渡日 未定（注） 

（注）現地政府機関の許認可を取得することが、当該契約で定められた事項の効力が発生する条件でありま

す。従って株式譲渡日については未定となっております。当該許認可の取得までには、数ヶ月を要す

る見込みであります。 

 

７．今後の見通し等 

平成28年５月12日付の平成28年３月期決算短信で公表いたしました平成29年３月期第２四半期連結

累計期間及び通期の連結業績予想については、G社株式譲渡を行わない前提となっております。 

当株式譲渡に伴い、G社は連結対象から除外され、また、特別損失（子会社株式売却損：金額未定）が

発生する見込みであります。 

上述のとおり、株式譲渡日については未定のため、株式譲渡日、G社が連結対象から除外される時期、

特別損失金額の確定並びに業績に与える影響につきましては、今後、「開示事項の経過」としてお知らせい

たします。 

 

以 上 


